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岡 裕
経営参加は，経済・経営上の民主主義を実現する手段として，経済体制にか
かわりなく重要な問題となっている。そこで，日ソ両国を対象としてとりあげ，
経営参加の実状を比較・検討することが本稿の目的である。
ソビエトを比較の対象としてとりあげたのは， ソピ、エトがわが国とは体制を
異にする近隣の大国であるというだけでなく，日ソ両国の国民性について，以
下のような興味深い指摘がなされているからでもある。
「そして，なんらかの形で組織諸関係を規定している日本社会の若干の社会
文化的特質（集 団 性，なんらかの社会的統一体への高い所属感情，人間関
係や人的交際に特別な価値を見出していること〉が，積極的に，評価されてい
る。国民的文化を考慮に入れたうえで，組織による従業員『開発』の方法。調
和原則の管理における利用を，我々のソピ、エトの条件下においても適用しよう
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という目的でおこなわれた研究は，注目に値する存在である。組織と管理の日
本的スタイルは，それが，アメリカ的スタイルと比べると，若干のアスペクト
においてソビエト人民の文化的伝統にヨリ近いために，我々の注目を集めてい
るのである。」
このような指摘の存在をふまえた上で，日ソ両国で行なわれている経営参加
の特徴，形態およびその効果を考察し，比較してみることにする。
Il ソビエトにおける経営参加
TI-1 経営参加の特徴
労働者集団の経営管理への広汎な参加の保証は社会主義の特性とされてお
り，通常，生産手段の社会的所有がその客観的根拠としてあげられる。さらに，
法がその権利を明文化している（憲法，企業法等）。特に国家の最高法である
憲法において国民の参加権が明示されているのが特徴的である。もちろん，生
産手段の所有が社会化し，法で国民の参加権を明文化することが，自動的に有
効的・実質的参加につながるものではなし、。しかしながら，生産手段の社会化
と法による参加権の保証は，参加が実効的なものとなるために必要な条件を整
備する。内容が重要なことは言うまでもないが，器なしには中味は存在しえな
(1) オー・シカラターン（宮坂純一訳〉，「社会主義生産集団の科学J，杉山書店， 1983,
ii頁。
わが国の研究者のなかでも，同書の訳者である宮坂純一氏や，大島国雄氏が，日ソ
経営の類似性に注目しておられる。
(2) 「労働者階級の政治権力の成立と生産手段の社会化は，労働者に新しい社会的状態
を保証した。それは，まず第1に，生産手段に対するすべての労働者の等しし関係で
あり，国家的・経済的問題の管理に対する等しい権利として特徴づけられる。」 TeopHH
yrrpaBJieHH兄 conHaJIHCTHqecKHM npOH3BO江CTBO札口O.l. pe,L(. O. B. Ko3Jioao首，
3KOHOMHKa, 1979, C. 303. 
（司 ソビ‘エト社会主義共和国連邦，憲法（東郷正延，他編， 「ロシア・ソビ、エトハンド
ブック」，三省堂， 1978，所収〉，第8条参照。
(4) B. T. flpoxopoa, Yqacme TPY.Ll.HinHxc兄 BynpaBJieHHH npoH3BO)J.CTBOM, lOPHk 
閉 ecKaHJIHTepaTypa, 1977, c. 8.参照。
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い。ここに，形式を整えることの重要性があるo
ソビエトにおける労働者の経営参加のもう一つの特徴は，参加方法に関する
見解にあるO それは，社会主義の下では，管理における集中主義と単独責任制
が不可欠であるとしづ認識である。この見解の下に，労働者集団を管理活動に
ひきいれていくというのが，参加に対する基本的見解である。したがって，社
会主義の下での「産業民主主義（npoH3BO瓜CTBeHHa完成MOKpaTHH）の発展は，二
つの相互に関連する過程をもっO 一つは，余力の利用における労働者の自立
性・創意・イニシャチプの向上であり，生産集団の活動の可能性の向上である。
もう一つは，生産の計画的遂行にむけて，そのような活動に計画的にひきいれ
ることである」とされる。このように，ソビエトにおける参加とは，中央によ
る集中的管理を軸としたものであるO
ソビエトにおける経営参加の特徴を考察する際，現在のソビエト政府が望ん
でし、るタイプの人間とはどのようなものかということを見落とすことはできな
し、。現在，以下のような資質をもっ人間の育成が重視されている。
① 労働生産性と労働の質的指標のたえざる向上をめざす労働者
② 仕事に対する緊張感と創造的態度をたえず向上しようとする労働者
① 規律と組織性のたえざる向上をめざす労働者
④ 労働に関して，同僚に対して無欲の援助を与える労働者
⑦ 集団の任務に対して強い責任感を感じる労働者
ここにみられるように，望ましい人間とは，高い労働生産性とより良い質の
労働にむけて，自分自身を向上させようとする高い道徳心の持ち主と規定でき
る。最初に労働生産性の向上が述べられているように，望ましい人間づくりの
(5) Yqacrne Mace B ynpaBJiemrn npoH3BO瓦CTBOM, CTo.lI. pe瓦・ C. C. ,.Q3apacoaa, 
MbICJih, 1976, c. 50.参照。
(6) c.口.CwpOTKHH, Pa3BHTHe npoH3BO江CTBeHHhIXKOJIJieKTHBOB, MbICJih, 1973, c. 
106～107. 
(7) B. H. CoJI.lI.aTOBa, A. C. 4aMKHH, CTpoH3BOえCTBeHH副首 KOJIJle.KTHBH Bonpocbl 
KOMM)'HHCTHqecKoro BOCTIHTaHH札 φ乱 1979,c. 138. 
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基本的目的は，実務的なところにあると言えよう。だが，他方では，精神的な
点、に関する事項が多いことも事実である。そこで，上述のような点（目的の二
面性〉をふまえたうえで，ソビエトにおける経営参加がどのように展開されて
いるかを考察する。
TI-2 経営参加の形態
すでに述べたように， ソビ、エトにおいては労働者の管理への参加は明確に
保証されており，その形態は多種多様である。そのなかで主要なものとして
は，常設生産協議会（noCTO.HHHO)le員CTBYJOIIUfenpOB3BO江CTBeHHbleCOBemaH悶，以
下日且口Cと略す〉，社会主義競争，団体協約，科学一技術研究部，全連邦発明
家・合理化推進者会議，労働組合，労働者集会といったものがある。ここでは，
広汎に労働者を管理活動にひきいれるうえで、重要な機能をはたす口且TICと労
働組合を中心に考察する。
日江口Cは，社会主義的民主主義，社会的統制，管理活動への労働者大衆の実
効的ひきいれにとって重要な形態であると規定されている。したがって，その
活動内容も以下に示されるように多目的であり，企業管理にとって重要な事項
を数多く含んでいる。
① 国家計画課題の遂行と生産効果向上の余力の発見
② 企業の経常および展望計画の立案・審議への参加
③ 工場内計画化の改善問題，経済的刺激フォ γ ド利用，原価引下げ、，製品
の質の向上に関する提案
④ 科学－技術発展の促進に対する援助
(8) 他の諸形態やその内容については， E.B.グリゴリエフ（三代川正次訳〉，「ソヴィ
エト工業企業管理」，同文舘， 1972；大橋昭一，他，「経営参加の思想」，有斐閣新書，
1979；海道進，「社会主義企業概論（上〉」，千倉書房， 1983，参照。
(9) 凡 TI.rapeB, 3.刀．刀OpTBK.HH，φ.E. Hu同日首， Yqacrne npoφCOI030B B ynpa-
B刀eHBBnpOB3BO.ll:CTBO札口OJIBTB3.ll:aTYKpaHHbl, 1980, c. 54. 
(10) TaM JI<e, c. 54. 
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労働者集団を生産管理に広汎にひきいれると言われる口江口Cは，確かにか
なりの数の労働者・事務員を包摂しているO 1975年時点で，ソピ、エト全体で約
16.2万の日江口Cが活動し， 4,000万をこえる人々が参加し，毎年，平均170万件
(l) 
の提案が採用されると言われているO 1975年のソビエトにおいて，物的生産に
関与する労働者・事務員数は約6,000万人であるから， 60%以上の人が口江口C
に参加していることになるO
このように，口江口Cは，広く大衆に経営参加の機会を与えているO だが，
11-1で述べたソビエト型経営参加の特徴の一つであるひきいれ方式が，西側
のソビエト研究者からの批判をまねく。ソビエトでは，中央で決定した事項の
遂行や生産性向上にむけて，労働者を動員するにすぎないとしづ批判である。
体制聞のイデオロギー的対立という点を別にしても，この批判はソビエトと西
欧・米国社会の価値感の違いを示すものとして興味ある点である。後進的状態
から，前衛方式による社会主義革命によって近代的な工業国となったソビエト
にとっては，集中主義とそれにもとづくひきいれ方式は合理的な管理方式であ
り民主的なものであるO だが，市民的権利の獲得のために長年にわたって闘争
を行なってきた西欧・米国人の目からみると，ひきいれ方式は真の参加とは映
らなし、。したがって，この問題は，どちらが正しし、かどうかといった次元のも
のではなく，むしろ集団主義と個人主義としづ基本的見解の相違にもとづくも
(1) B. 1. Ky3HeuoB, K6JIJ1eKTHB H 9φφeKTHBHOCTb npOH3BO江CTBa，口OJI即日3瓦aT,
1977, c. 231. 
(12) 西側のソビ、エト研究者からだされている口江口Cに対する批判は，以下のとおりで
ある。
① 日江口Cは，あまり重要でない事項に関してのみ労働者の参加を許しているにす
ぎない。
② 口江口Cは，主に管理者を補助し生産の拡大と労働生産性の向上を援助するもの
である。
λ. H. .11.paHHUhIHa, Y可acTHe pa6o可HXB yrrpaBJieHHH npOH3BO瓦CTBOM,MbICJib, 
1981, c. 230. 
口且口Cの活動内容を考慮すれば，①の批判はあてはまらないであろう。②の問題
は，本稿で述べたように，ひきいれ方式に対する見解の相違によるものであろう。
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のよ言える0,
広汎に大衆を管理活動にひきいれるという点で，もう一つの重要な形態は労
働組合である。組合は，企業の経営活動全体に関与し，広汎な権利を有する。
特に，労働組織や賃金の問題に関しては，組合の同意なしには企業の管理者は
決定を行ないえない。さらに，組合は，管理活動のなかでも最も重要な事項で
ある計画化にも参加する。具体的には，以下のような任務を担う。
① 技術ー経済ならびに社会的発展計画の立案に積極的に参加するように，
労働者をひきいれる
② 労働生産性向上，社会的生産の有効性と収益性の向上のための最適パリ
アントの選択を援助する
③ 最も重要な全国家的プログラムの遂行のための力と余力の集中，部門
別・地域別発展の正しい結合，展望・経常計画の立案，経済のバランスの
保証を推進する
④ 中間環，複雑な部門内・部門間システムに依存する最終的な国民経済上
の成果にむけて，計画活動を誘導する
① より良い経済的刺激と挺子の利用〈ホズラスチョート，利潤，価格，賞
与〉。実際的な緊張した計画，資源の節約，原価引下げ，高品質の製品の産
出を推進する
⑥ 立案された計画の遂行にむけて労働者の関心を向上させる
① 内部余力の発見と利用にむけて，全労働者グループの積極的・創造的協
力を推進する
③ 全指標に関して，計画遂行にむけての統制を実施する
① 計画化の発展，計画立案の科学的方法の導入を推進する
このように，ソビ、エトにおける経営参加は，制度として高度に整備され，そ
側 「組合もまた，労働者の管理への参加の大衆的な形態である。」 A.M. 0Mapoa, 
Cou;HaJIHCTHqecKHH TPY.llOBo賞 KOJIJieKTHB,CToJI沼TH3江aT,1980, c. llO. 
凶刀．口.rapes H ,l.p. YKa3. co可.， c. 63～64. 
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の内容も非常に多面的である。そこで，次に，このような参加の有効性を考察
する。
JI-3 経営参加の効果
経営参加の効果は，大きく二つに分けることができるo 一つは経済的効果
であり，もう一つは精神的効果である。前者に関して言えば，様々な参却機関
を通じてなされる労働者からの提案や社会主義競争が中心となる。例えば，
H江口Cは， 1973年から1974年にかけて科学的労働組織（HOT）に関する提案を
工業部門だけで151.5万件行ない， 1年間で13.3億ループ、ルの経済的効果をもた
制
らしたと言われる。 1975年におけるソビエトの全工業部門の利潤総額は659億
ノレー ブ、ルで、ある。したがって， H江口Cは， 1年間活動することによって，全工
業部門の利潤の約2%にあたる額をかせぎだしたことになる。
社会主義競争についてみると，例えば，電力部門においては全連邦的点検に
よって，第10次5ヶ年計画期 (1976～1980年〉を通じて単位燃費で129／同と
o. 6kt; ／ギガ・カロリーが引下げ、られ，全体として3,575万標準トン (1標準勾
=7,000キロ・カロリー〉の燃料が節約されたと言われる。 1980年の単位燃費
の水準は3289／凶であるから， 3,575万標準トンを発電量に換算すると約
1,080億凶になる。これは，ソビエトの年間発電量（1981年〉の約8.1%にあた
る。また，この発電量を世界的にみると，ポーランド，東ドイツ，スウェーデ
ン，スペイン等の年開発電量（1981年〉にほぼ等しい。
次に，社会主義競争の効果を個人水準でみると例えば，全連邦社会主義競争
(15）凡 11. 且paHIU~bIHa, )7Ka3. C01., c. 126.参照。
(16) Hapo瓦HoeXo3兄誼CTBOCCCP B 1983r., UCY CCCP, 1984, c. 538. 
(17) 全国レベルで、の社会主義競争のー 形態で，主に物資・燃料の節約をめざす運動。
(18) 06 HTOI'aX BceCOI03HOI'O CMOTpa 3φφeKTHBHOCTH HCIIOJib30BaHHH Cblpb冗 MaTe-
抑制OBH TOIIJIHBH0-9Heprern11ecKHX pecypcoB, {3HeprernK}, 1982, No.-2, c. 7.参
日召。
側 Hapo.n.Hoe Xo3兄貴CTBOCCCP 1922～1982，日CYCCCP, 1982, c. 109.参照。
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の勝利者となったレフチンスク国営区発電所における競争の勝利者の個人節約
事時
額は， 2,818ルーブルから9,451ノレーブ‘ルと報告されている。この額を， 1981年
の労働者の平均月額賃金である 190.2ルーフ、、ルで、換算すると，平均的労働者の
約14～49ヶ月分の賃金にあたる。つまり，社会主義競争の勝利者は，最高で約
4年分の賃金に相当する額を1年間でかせぎだしたことになる。
この他に，個人の成果を示すものとして，合理化提案があるO クラスノヤル
クス水力発電所の報告によると，先進的電機工は，第10次 5ヶ年計画期に24
件の提案を行ない， 8.3万ノレ｛ブルの効果を与えたと言われる。これを同じく
1981年の平均賃金で換算すると， 5年間で約436ヶ月分（約36年分〉の賃金に
相当する額を社会にもたらしたことになる。つまり， 1人の労働者の5年分の
提案は，平均的労働者の生涯賃金にほぼ等しい効果をもたらしたのである。社
会主義競争（経営参加〉の目的は何も節約だけではないが，やはり無視しえな
し、効果である。
精神的な効果としては，経営管理に参加することによって職場に対する自己
鈎
の帰属意識と責任感が強化され，労働者がオーナー感覚を身につけるという点
車場
である。この点に関しでも口江口Cの効果の大きさが認識されている。さらに，
ソビエトのような多民族国家の場合，参加・集団活動を通じて民族問の良好な
側 Pe申THHCKa兄 fP3C Csep,n:JIOB9Hepro-rro6e,n:HTeJib BceCOI03Horo COl.¥HaJIHCTH・ 
ti:ecKoro copesHoBaH悶，＜3HepreTHK},1982, No.-11, c. 9.参照o
(21) Pau.HoHaJIH3aTOpcKa匁 H H3o6pernTeJibCKa冗 pa6ornHa KpacHo兄pCKO首 f3C,
{3HepreTHK}, 1983, No.-8, c. 17.参照。
ω 「これらすべてのことは，大きな友好的労働家族（職場のこと一一引用者〉に対す
る帰属意識を若い労働者と専門家がもつことを援助する。J113 OIIblTa pa60Tbl HaCT・ 
aBHHKOB HososopoHe.>KcKo首A3Cno rrpH3BaHHIOぇyum,{3HepreTHK>, 1981, No.-1, 
c. 11. 
倒 「生産管理において労働者がオーナーとして参加することを保証する様々な社会
主義的民主主義の形態のなかでも，重要な役割をはたすのが組合の管理の下に活動
する日江口Cである。そして， H江口Cの65%は労働者から成る。JIO. BOJIKOB, IO. 
可epBHKOB, Tpy.n:oso員 KOJIJieKTHB-IllKOJiaBOCIIHTaHH兄 X03兄esrrpOH3BO.l(CTBa, 
口po中田尻町， 1977,c. 32. 
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ω 
関係が形成されるとし、う効果もある。
上述のように，物的・精神的に大きな効果をあげている経営参加だが，まだ
根本的な問題が残存している。それは，ソピ、エトの経済学者自身が認めている
ように，まだ，すべての労働者が積極的に経営管理に参加してはいないという
倒
事実であるO また，そのようなことが生じうるような事情も存在しているO そ
れは，情報の提供と専門知識に関する教育の問題である。管理に参加するため
には，まず第1に経営に関する情報を得る必要があるのに，それが十分に与え
ω 
られていないという点である。それが，参加への無関心を生む。第2に，経営
表－1 労働者が企業の管理に参加するにさいして，欠けている知識
（アンケートへの回答〉 （%〉
13のゴ0才労以働メ下者リ13の3工才労以働場上者 13の~ 7 7'才労働以下者ノ｜｜ー3の口才労働以上者
管理に関する専門知識 54.6 64.3 55. 7 52.6 
技術と生産テクノロジーに関する知識 19.4 16.1 30.7 30.2 
法律の知識 22.7 26.5 32.4 35.8 
具体的な経済学の知識 29.6 33.8 36.6 40.0 
対人活動をともなう組識活動の経験と知識 31. 5 29.4 31.1 29.5 
その他の知識 4.6 7.3 5.9 8.0 
（出所〉 B. M. Ky3Heuoa, KoJIJieKTHB H 9φφeKTHBTIOCTb npOH3BO江CTBa,0aJIHTH3,ZlaT, 
1977, c. 233. 
制！lr.刀.Cam1mea H えp.，江BmKeHHe3a KOMM)'HHCTHqecKH負 TPYP.H ero poJib B 
BOCTIHTaH日Hpa6o可HX,Byp兄TCKOeKHmirnoe H3,ZJ.aTeJibCTBO YJiaH-Y,ZJ.9, 1966, c. 90. 
参照。
倒 「多くの研究が示すように，すべての労働者（社会的組織に加入している人でさえ〉
が管理に積極的に参加しているわけではない。」 no江戸丸，c.c.且3apacoaa,YKa3・
coq. c. 53. 
側 「だが，このような参加の可能性と成果は，かなりの程度，管理局や社会的組織が
集団に与える情報の量に依存する。」 A.M. 0MapoB, YKa3・co可.c. 112. 
このように，情報のもつ意義が十分に認識されているにもかかわらず，現実には，
情報の伝達が十分に機能していない。例えば，タギル地方の企業で、行なわれたアンケ
トーによると， 47%の労働者が，労働・生産組織の発展に関する計画および実行され
?
?
表－2 経営参加の発展に対する経済学教育の効果 （%〉
東方機械工場 ウフル電気銅コンピナー
経育ム済にシ学参ス教加テ｜｜ 不参加 経育ム済にシ学参ス教加テ｜｜ 不参加
42.7 57.3 33.3 66.5 
共産主義労働突撃作業班員 55.3 44.7 57.2 42.8 
生産管理の社会的形態への参加 60.0 40.0 61. 4 38.6 
合理化提案の提出 64.0 36.0 73.0 27.0 
導入された合理化提案による経済的効果 68.3 31. 7 72.0 28.0 
自主的創造的計画によって活動する技術者 92.0 8.0 
（出所〉 TaM )Ke, c. 232. 
管理に参加するために必要な専門知識（経済学，管理技術等）がないために参
加しえないという点である（表－1参照〉。このことは，専門知識をもつもの
の方が，そうでないものよりも参加率が高いという点からも明らかである（表
-2参照〉。
Il 日本における経営参加
J[-1 経営参加の特徴
日本における経営参加の特徴は，まず第1に，それが自由主義体制という枠
内で行なわれるという点にある。したがって，占部氏が言われるように， 「今
日の経営参加は，企業の経営にたいして労働者は資本家や経営者と対等の発言
権を要求するけれども，それによって現在の私企業体制や自由市場経済の体制
を変革しようとするものではない。西ドイツにおける労使同権の共同決定にし
ても，それはあくまで自由市場経済体制と私企業体制を前提としたものであ
的
り，経済体制それ自身を直接に変革しようとするものではなし、」のである。こ
た施策についてあまり十分には情報を与えられていないと回答している。そして，
17.7%の労働者が，全く情報を与えられていないと回答している。 IO.BoJIKOB, IO. 
可ep悶 KOB,YKa3. co可.， c. 121.参照。
仰 占部都美， 「経営参加と日本的労使関係」，白桃書房， 1977, 18頁。
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の前提から，日本における経営参加の主体は，階級闘争型の組合や社会主義的
自主管理をめざす組合であることは不可能となるO 言いかえれば，社会主義的
自主管理をめざすグループの場合，現在の日本の経営参加には懐疑的とならざ
側
るをえない。
第2の特徴は，参加に対する労使の思惑に大きなへだたりが存在する点であ
倒
る。現在の体制の存続・改良をめざすという点では労使とも一致しているが，
参加を通じて獲得しようとする成果については両者で全く異なる。経営側にお
いては，参加によって効率が高まることを期待し，労働側においては，参加に
よって産業民主主義が発展することを期待する。少し単純化して言うと，同じ
「参加」とし、う言葉によって，効率と民主主義というこつの事項が対置されて
いるのであるO 社会主義国においては，単一の主体が効率と民主主義の調和を
図ることを要求されるのに対して， 日本においては，異なった二つの主体が効
率と民主主義の一方を追求するものとして現われる。
第3の特徴は，労働組合に対して政治の支援がほとんど無いという点であ
側 R研によるレポート，資本主義的「自主管理」 （岩田昌征，「労働者自主管理J，紀
伊国屋書店， 1978，所収〉，参照。
ω 大河内一男，「『参加』の日本的条件」（日本労働協会編，「経営参加の論理と展望J,
日本労働協会， 1976，所収〉， 9～10頁参照。
側 「……このことは国際競争力の確保，効率性の維持を可能とする労使の協調を強く
要請するものと言える。以下，われわれは，経営参加を効率と社会的公正とのパラン
スという観点から，労使の対立を克服した新しい創造のための努力として位置づけ，
その理念を実現する手段のーっとして全体の経済・社会諸施策の中の一環として取り
上げ，わが国の経営風土におけるその望ましいあり方について考察を加えることにし
た。」経済同友会，新自由主義推進委員会，経営参加小委員会研究報告書（同書，所
収）， 295頁。
「……『改善された団体交渉でさえも，労働者と，その代表のコントロールで、きな
い広範な経営決定の領域が残ることになり易＼，＼~とし、う認識が一般化されるに至って
おり，それゆえ， トッフ。マネージメントへの参加は，産業民主主義の前進にとって不
可欠といえる。」全日本労働総同盟，経営参加対策委員会中間報告く抜枠〉（同書，所
収）， 313頁。
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~lo 自由主義体制の下で労働者・組合の経営参加が有効性を発揮するために
は，西欧のように社会民主主義系の政党（自由主義体制を前提としたうえで労
働側の利益を守る党〉が政権についているか，あるいは政権合担当しうる可能
性をもっているこ》が必要土なる円なぜなら，社民系の政党が政権についてい
ないかぎり，参加の法制化や経営権の制限といったことがあまり期待しえない
からである。それゆ去、わが国の場合，経営参加は経営側ギ道介たっており，
ω 
組合側は相対的に不利な状熊にあると言える。
上述のような特徴をふまえたうえで， 日本における経営参加の形態とその効
果をみていくことにする。
JII-2 経営参加の形態
国家や産業・地域レベルで、の政策立案への参加を別にすれば，労働者の経営
参加は．令業レベル土職場レベルの参加に区分しえる口そこで，わが国におい
て普及している参加形態である労使協議制と職場での小集団活動について考察
する。
労使協議制は，労働省の調査によれば1972年時点で‘普及率が63%となってい
ω 
る。これは， Eー 2でとりあげた常設生産協議会（口江口C）とほぼ同程度の普
及率である円その活動内容は，企業経営全体を含むものとなっている。例えば
ω 
日立製作所の経営協議会は，以下のような構成をとっている。
(1) 報告事項
ω 花見忠，「『日本的』経営参加論の反省」（同書，所収），参照。
ω 「……現在までのところでは，企業主導の全員参画的経営参加が本流となってきて
いる。そこにとれまでの日本的経嘗参加の特徴がある。」吉川栄一，「参加の経営と企
業革新J，日経新書， 1976, 122頁。
側同書， 131頁。
「ちなみに労使協議制は， 1976年の日本生産性本部の民間大企業を中心とする調査
では約90%もの企業に普及してきている。」内田一秀，「労使協議制と『日本的経営参
加』」（長谷川底編，「現代日本企業と労使関係J，労働旬報社， 1981，所収）， 116頁。
例占部都美，前掲書， 233～234頁。
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表－3 付議事項度合い
度 メロ』 協 議 決 定 協
調 査 年 次 A B c D E A B D 
一
分類 項 目
経 ぷ凸＝令 方 針 0.8 0.2 一 0.4 5.5 5.0 4.8 
経 生産事務の合理化 7.7 × × 8.1 3.3 44.2 × × 
営 $』' 社 の 業 績 0.5 。一 一 3.3 2.8 0.9 
的 経 理 0.6 0.2 一 6.0 2.9 1. 6 
事 職制機構の改廃 14.4 9.1 4.2 7.6 7.2 38.0 9.1 10.6 
項 職 務 分 析 5.9 × × 3.7 4.7 37.6 × × 
生産計画 3.8 3.7 0.9 1.1 3.2 21. 8 10.0 8.8 
設備計画 2.5 × × 0.4 21. 8 × × 
新機械・技術の導入 3.5 0. 7 1. 6 0.5 0.6 21. 5 11. 3 6.2 
生産性の測定 7.7 3.7 1. 8 2.6 0.2 29.0 8.8 6.5 
提案事項の処理 18.6 14.5 8.3 1. 3 0.6 25.5 8.4 8.1 
人事基本方針 16.5 1. 6 3.2 3.0 4.4 29.0 16.2 8.1 
人事異動基準 13.7 8.9 7.4 5.6 6.5 36.3 15.9 9.9 
教育・訓練計画 4.9 2.0 1. 8 0.8 24.0 9.5 7.4 
i:{ =;. 全 衛 生 23.6 25.4 28.2 12.3 10.4 55.5 33.3 30.9 福 幸リ 厚 生 26.7 31. 2 38.1 17.2 11. 2 54.9 33.2 30.9 
賃金制度（体系〉 70.4 62.8 66.4 11. 6 9.0 
労働時間・休日等 75.6 66.5 69.9 7.6 7.4 
労働協約の解釈・適用 69.6 63.4 62.4 62.7 68.4 26.8 4.1 7.4 
苦情処理 5.8 47.5 45.5 31. 3 36.4 40.1 23.1 16.9 
就業規則改廃 40.4 45.7 35.3 38.9 36.0 43.1 15.8 19.6 
勤務態様の改善 × × × 25.6 27.9 × × × 
配転・一時帰休・人員整理 × × × × 42.5 × × × 
※説明のことだと思われる（引用者〉
（出所〉 労使協議制常任委員会報告書
A 「技術革新と労使協議制j, 1964 
B 「労使協議制の新局面と課題」， 1967
c 「労使関係白書一高度産業社会への対応j, 1969 
D 「参加時代の労使関係」， 1973
E 「日本の労使協議制ーその実態と課題」， 1976
（長谷川虞編，「現代日本企業と労使関係J，労働旬報社， 1981,128～129頁より再引用）
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(%) 
議 通 矢口 談※ 明 その他，該当なし
c E A B c D E A B c D E 
※ ※ 
4.4 5.3 90.4 51. 5(30. 6) 45. 5(31. 2) 86.2 84.5 3.4 9.9 10.6 9.4 9.8 
45.4 31. 9 43.9 × × 38.9 52.3 4.2 × × 7.6 9.5 
1. 6 1. 7 91. 3 19.8(70.4) 17.1(71.4) 89.6 87.5 4.9 6.0 6.7 8.8 10.8 
3.4 2.3 85.0 19.1(68.0) 16. 4(65. 6) 77.1 77.8 8.5 10.0 9.9 13.5 19.9 
24.4 26. 7 43.9 41. 8(29. 4) 38.8(32.6) 62.2 58.9 3.7 10.6 7.1 5.8 7.4 
27.9 20.6 38.0 × × 21. 3 23.9 18.5 × × 47.1 50.8 
9.1 14.3 66.9 46.4(17.9) 47. 8(18. 0) 72.2 66.9 7.4 22.0 12.7 17.6 18.6 
8.0 8. 7 69.5 × × 72.6 70.1 6.2 × × 19.4 20.8 
9.5 9.8 61. 9 35. 4(21. 9) 40.4(19.4) 61. 9 61. 6 10.1 30.7 20.8 25.0 28.0 
25.0 15.6 46.2 13.4(24.7) 14. 3(18. 7) 44.4 38.4 17.2 49.4 33.0 37.9 45.8 
24. 1 11. 7 28.2 5.2(13.4) 9. 7(16. 2) 33.6 29.1 27.7 58.5 33.3 51. 0 58.6 
23.2 22.5 47.6 38.1(16. 7) 38. 8(16. 4) 49.4 45.6 7.0 27.4 16.3 24.4 27.5 
28.2 25.8 42.0 31. 4(17. 9) 13. 9(16. 9) 41. 8 38.7 8.0 26.1 18.7 24.4 29.0 
12.2 17.0 59.2 31.4(17.9) 27.7(17.8) 55.5 44.3 11. 8 39.4 27.5 32.3 37.9 
69.0 64.1 14.2 17.9( 3.9〕14.3( 6.0) 14.4 18.4 6.7 20.0 7.1 4.3 7.1 
66.2 69.5 14.1 17.3( 3.2) 13. 6( 5. 0) 13.0 14.1 4.3 12.1 6.9 3.6 5.2 
22.4 0.8( 2.9) 3.0( 0.2) 0.6 23.2 7.9 10.6 
19.9 1. 6( 1. 2) 2.3( 0.2) 19.3 6.7 10.2 
21. 9 27.5 1.1 0.4( 0.5〕0.7( 0) 1. 2 0.6 2.4 31. 8 10.6 11. 2 13.5 
48. 1 41. 1 1. 9 13.2( 3.0) 1.4( 1.6) 3.1 3.6 6.1 25.9 14.3 17.5 18.9 
31. 9 35.8 12.2 2.1(1.4) 11.1( 5.1) 13.5 11.8 4.3 22.3 11. 3 15.7 16.4 
48.3 41. 0 × × × 11. 4 12.4 × × ×14.7 18.7 
× 37.1 × × × × 6.2 × × × × 14.2 
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1. 経営方針の説明
2. 生産計画と実積，予算，利益計画，営業成績
3. 経営組織の変更
4. 人員計画
(2) 協議事項
L 工場の新設，閉鎖，その他労働者の利益に重要な影響をもっ経営計画
2. 生産施設や生産技術の改善
3. 作業能率
4. 販売方法，広告の改善
5. 労働規律の改善
6. 安全施設の運営と改善
7. 厚生施設の運営と改善
8. その他，労使双方の利害が共通する事項
上記の事項から明らかなように，協議会では企業経営に関する問題がほとん
どあっかわれるが，生産計画や人員計画といった重要な計画が協議事項で、はな
ω 
く報告事項であることが特徴的である。これは，日立製作所に限らず， 日本の
労使協議制に共通の特徴である（表－3参照〉。
職場における労働者の参加は， QCサークルや自主管理といった小集団活動
として展開される。そこで，小集団活動を把握するために，造船重機会社にお
ける自主管理の事例を検討する。
制
N D運動の歩み
側 この点は，戦争直後の経営協議会と異なるところである。
「以上いくつかの経営協議会の具体的な事例からすると，そのもっとも特徴的な点
は，企業経営の最高方針や資本の面にまで労働組合の参加が行われたことであり，ま
た一般的な労働条件はもちろんのこと，人事の面においても，かなり多くの発言力を
もっていたことは注目に値するものである。」海道進，「戦後わが国における経営協
議会j,{PR＞，第9巻，第4号， 1958,67頁。
側 R研によるレポー ト（岩田昌征，前掲書，所収）， 212～213頁。
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(1) NO・DROP運動の開始一→42年の暮から大型船建設の記録更新のかげ、に，
大型化すれば安全面の危険度も増したので，安全対策の一環として「落ちる
な，落とすな」を合言葉に労使一体で取組み出したものである（・点一一一原
文のまま〉。
（却 NO・DROPで安全成績は向上したが，工場には問頴が山積していたので，
安全も含めて NO・DEFECTS運動（欠点をノーにする運動〕へ飛躍させ，
44年5月キックオフした。
(3) NICE・DREAMの強調一一このND運動が「無欠点運動」として推進さ
れるだけだと，績極性に欠けるので， 45年 5月以降「仕事をとおして自己啓
発をはかり働く喜びをみい出す」，「企業内ばかりでなく，社会の一員として
大きく成長する」といったものへの挑戦を強調している。
この運動の発展から明らかなことは，目標が段階をおって高度化しそれに
対して職場の構成員が自発的にとりくむことを求めている点である。職場の作
業者の自主性が重視されていることは，この会社の管理者の発言からも明らか
である。
例
A工場長の言葉一一自主管理の根本
自分で計画し，実行し，反省する自主的行動をさして「自主管理」というの
ですが，そこには自分から進んで「やろう」とする強い意欲がなければなりま
せん。
自主性の強調と，そこに所属する者全員が参加することを強調する点は上述
側
の企業に限らず日本の企業における参加に共通のことである。
仰向書， 226頁。
側吉川栄一，前掲書， 144～157頁参照。
自主性の強調は，所有者でない一般従業員にとって仕事を自発的に生きがし、と感じ
ることが困難であることをあらわしている。所有を変えるだけでは民主化にとって不
十分であるとし、う正論がよく主張されるが，やはり所有は重要な問題である。
「……私自身は私生活のことは第二義として，仕事に打ちこむことの中に生き甲斐
のようなものを持ちつづけております。それはこの事業が私のものだからできること
だと思います。社員にとっては事業の主人公ではありませんので，私と同じように仕
??
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次に，このような特徴をもった日本の経営参加がどのような効果をもつかと
いうことを検討する。
][-3 経営参加の効果
企業レベルで、の参加で、ある労使協議制は，それを労使の意思疎通の場として
とらえるとかなり大きな効果をあげていると言える。表－3にみられるよう
に，通知・説明が中心ではあるが，その内容は企業経営全般に関する事項を網
羅している。このような状況に対して，情報伝達の場として労使協議制を評価
制）
する見解もある O 事実，経営側は，労使協議制を意思疎通の場とみており，そ
れに対する満足度も低くはない（表－4, 5参照〉。
労使協議制の効果が上述のようにやや間接的であるのに対して，職場レベル
表－4 労使協議制の設置の目的 く%〕
生向産上性 企合理業化 企発業展の 労意思疎使通 企滑業な運の営円紛争予防震行約運営の 維労働持の条改件善 苦情処理その他
A 5α）（）人以上 15 6 11 30 20 6 4 11 5 3 
10α〉ー 4999人 32 13 35 78 49 27 20 40 15 7 
400～999人 37 18 24 69 40 21 19 46 22 1 
399人以下 68 31 50 121 71 46 33 78 46 6 
計 183 92 152 359 235 131 105 227 109 24 
B 5（別人以上 11 24 9 3 10 
1000～4999人 21 1 50 24 16 24 
4αト 999人 12 2 51 12 4 2 45 一
399人以下 3 14 6 2 一
言十 47 3 139 51 9 18 49 。 1 
c 43 207 73 13 18 83 1 1 
経労2営（働参1.加の4〕
E ~ ~ 。 / 。 。 。 。 。
10000人以上 12( 8. 3) 22(15. 2) 35(24. 2) 26(17. 9) 6(4.1) 7(4.8) 23(15. 9) 5(3.4) 7(4. 8) 
5α氾～9999人 14( 8. 6) 5( 3.1) 20(12. 3) 35(21. 5) 25(15; 3) 8(4. 9) 6(3. 7〕36(22.1) 10(6.1) 4(2_.4〕
1α）（）～4999人 86(10. 8〕12( 1. 5) 79( 9. 9) 185(23. 3) 142(17. 9) 43(5.4) 47(5. 9) 161(20. 3) 26(3. 3) 14(1. 7) 
500～999人 26( 8. 2) 16( 5. 0) 31( 9.7) 72(22. 7) 49(15. 4) 17(5. 3〕16(5. 0) 72(22. 7) 14(4. 4〕 5(1. 6) 
3α〉ー 499人 17(12. 1) 5( 3. 5) 18(12. 8) 34(24.1) 20(14. 2) 8(5. 7) 8(5. 7) 26(18.4) 5(3.5〕
300人未満 10(10. 4) 1 c 1. 0) 11(11. 5) 25(26. 0) 13(13. 5) 4(4. 2) 4(4.2〕23(24. 0) 5(3.2〕
計 165(10.0) 41( 2. 5) 181(10. 9) 386(23. 2) 275(16. 6〕86(5. 2) 88(5. 3〕311(20. 6) 65(3. 9〕30(1. 8) 
（出所〉 向上〈長谷川賓編，同書， 127頁より再引用〉
事に生き甲斐を求めよと言うても，そもそもそれは無理なことのようです。」 松本広
治，「日本の経営参加」，東洋経済新報社， 1976,i頁。
側小池和男，「労働者の経営参加」，日本評論社， 1978,192～194頁参照。
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表－5 労働組合の経営参加の観点からみた労使協議制についての労使の評価 （%〉
（会社側〉
＼項＼目竺＼業規～～模｜ 計1叫す忠弘l¥?g;弘｜九人｜吋9人醐乍満
①現で在十分の労で使あ協る議制 127(48.4) 17(65. 4) 17(60.7) 59(43.4) 21(50.0) 6(35.3) 7(50.0) 
②現実で在はを不図の十労り使分た協ゆい議え制充
72(27. 3) 3(11. 5) 5(17.9) 42(30.9) 11(26. 2) 6(35.3) 5(35.7) 
③方労界を〔使が協車をにむ議考実〉る施制のえでる他は限の
19( 7.2) 2( 7. 7) 2( 7. 1) 12( 8.8) 1( 5.9) 2(14. 3) 
既メ法白弘、 のもの
④なんともいえない 45(17.1) 4(15.4〕4(14. 3) 20(16. 9) 10(23. 8) 4(23. 5) 
言十 263( 100) 26 (100) 28( 100) 136 (100) 42( 100)/17( 100) 14( 100) 
（組合側〉
瓦γ4轡？｜総 計｜総 評｜中立労連｜同 盟｜新産別｜無所属
①同 上 54(26.5) 6(30.0) 8(32.0) 22(31. O) 2(66.7) 16(18. 8) 
②同 上 98(48.0) 10(50.0) 10(40.0) 36(50.7) 一 42(49.4) 
③同 上 25(12.2) 1( 4.0) 10(14.1) 14(16.5) 
④同 上 23(11. 3) 2(10. 0) 6(24.0) 3( 4.2) 1(33. 3) 11(12. 9) 
⑤無記入 4(2.0) 2(10.0) 2( 2. 4) 
百十 204( 100) 20( 100) 25( 100) 71( 100) 3( 100) 85( 100) 
（出所〉 向上（長谷川慶編，同書， 145頁より再引用〉
の小集団活動の効果は，非常に直接的であるo その事例をいくつかみていくこ
とにする。
図－1にみられるように，中外製薬においては，小集団活動の導入以後，出
勤率と提案目標達成率が上昇し労働災害発生件数が減少しているo
小集団活動は，工場（製造部門〉だけでなく販売部門でも成果をあげている。
例えば，味の素の MMS(Marketing Minded Sales Man）運動は，以下のよ
うな効果をもたらしている。
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図－1 U工場の職場活「陪化指標の変化
20 （件数）
10. 
マ
90(%) 
昭和ω s1 sz s3 Is~ s s61 s1 似年）
｜ ｜ L自己啓発講座開始
｜ ｜」一一小集団活動導入
｜ 」一一第 1回大運動会開く
L職場レクリーダー養成開始
（出所〉 坂口順治， 「職場活性化への挑戦｜学陽書房， 1985.78百n
帥
営業A課の活動成果
1. 課員の自主的な参加意欲が高まり，一致協力体制が確立されたこと。それ
によって職場の雰囲気が以前にも増して明るくなったこと。目標の共通化と
連帯感がつよまったことである。
2. 業務改善，販売促進が約1.5倍の伸びを示したこと。営業活動の活性化が
はかれたことは，たとえば，新規商品の納入で、きた需要家が約2倍，新しい
顧客の会社を開拓したのが従来の 1.5倍とマーケティ γグの拡大がで、きたこ
とがあげられる。
3: 他の課との連携プレイが増大したこと。
結果が金額として明確にでてくる提案制度については，その形式化（件数競
争〉が問題にされながらも，大きな成果をあげている。例えば，三洋電機の場
合，「昨年の賞金額1億5千万円に対し，経済効果は445億円。件数競争が過熱
ω 坂口I買治，「職場活性化への挑戦J，学陽書房， 1985;-41頁。
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するのを頭から否定できないのが，担当者の悩みである」としづ状況である。
以上の事例から， 「小集団活動は新しい生産性向上の有力な方法として取り
（崎
上げられる必然、性があると言える」ことは期らかである。それゆえ，効率性の
維持や労使の協調を強く要求する経営側〈注ω参照〉にとっては，現在の経営
参加はかなり満足のいくものとなっていると言えよう。
では，労働側の評価はどうかというとあまり高くはない。すで、に述べたよう
に， 日本的経営参加の中心である労使協議制においては，重要な問題について
はほとんど説明だけとなっており，これに対する不満が強し、。例えば，小霜保
之氏〈全化同盟関西地方本部事務局長〉は，次のような不満を述べておられる。
「また現状の労使協議の内容を見ますと，経営方針に関する重要事項はすべ
て経営側からの一方的な報告説明に終わっています。これでは労働組合で問題
提起しでも取り上げられず，生きてきませんO だから次回からは発言しでも，
。唱
しんどいだけだから，やめたということになります。」
このような組合側の不満は，経営側に比べて労使協議制への評価が低いこと
によっても明白に示されている〈表－5参照〉。だが他方，労働者にとって最
も身近な職場での参加についてみると，積極的か消極的かは別にしても，自己
の利益（生活〉を考えたうえで小集団活動をうけいれていると言える。日本の
民間大企業においては終身雇用が採用されており，自分の生活を向上させたい
としづ労働者の意思が企業の存続・発展のなかにくみこまれる。その結果，
「『小集団活動は， オレにとっても得になるんだ』という自覚」をもたせよう
とする経営側の施策がうけいれられているのである。
ω 朝日新聞， 1985, 2月25日。
ω 坂口順治，前掲書， 91～92頁。
(43) AB C朝日放送大学におけるパネル・ディスカッション， 「経営参加が中小企業の
明日を救う」（松本広治，前掲書，所収）， 222頁。
ω 小池和男，前掲書， 224頁参照。
帥坂口JI贋治，前掲書， 190頁。
っ ?
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N 結びにかえて 一一日ソ比較一一
IL ］［節において日ソ両国の経営参加の諸特徴を考察してきた。ここで，そ
の類似点と相違点を総括する。
両者に共通することは，まず第1に日ソ両国とも経営参加の制度がよく整備
されているという点である。また，両国とも一般従業員の無関心や，経営に関
する知識の労働者による習得，企業による情報の提供といった点に問題を残し
ω 
ている。
もう一つの共通点は，シカラターンの指摘とも関連するが，日ソ両国とも小
集団活動をうけいれる素地があるという点であるO 例えば，岩田龍子氏は日本
型社会を次のように規定されているO
「すなわち，日本の社会においては，諸個人は，その分担する機能によって
ではなく，むしろ，特定集団への、所属’を媒介として相互に関係を結び，社
会と一定の関係に入るのである。このような型の社会にあっては，諸個人はつ
ねに‘集団のメンバーとしての個人’であり，集団を離れた個人は，無力で頼
りない存在にすぎなし、。このため彼らは，集団を媒介とせずに、社会’と対面
することに，強い不安を感ずるのである。」
他方，ソビエト〈ロシア人〉については，スミスが似たような指摘をしてい
る。
「歴史的にいっても，ロシア人は社会に縛られた存在で、ある。グループに所
ω 
属していれば心安らかだが，そこから切り離されると不安感に襲われる。」
側古川栄一，前掲書， 135頁；大河内一男，前掲稿， 49頁；注働側参照。
例岩田龍子，「日本的経営の編成原理」，文員堂， 1977,45頁。
側 へドリック・スミス（高田正純訳〕，「ロシア人〈下）」，時事通信社， 33頁。中国社
会についても，個人ではなく「単位」とよばれる各自の所属組織が生活と仕事の基盤
となっていることが報告されている（西川博史，「北京通信」，日本経済評論社， 1982
100～102頁；フォツクス・パターフィルド（佐藤亮一訳），「中国人（上）J，時事通信
社， 1983,54～57頁参照〉。
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集団主義を固定的・一面的にとらえることに対しては批判的な見解もある
が，日ソ両国ともに集団主義・組織の国としての特徴を共有していると言える。
それがあるがゆえに，体制の違いが存在するにしても，日本では職場を中心に
小集団活動が広く普及し，他方ソピ、エトでは社会主義競争が広汎に展開してい
るとみることができる。
次に，両国の相違点についてみると，まず第1に， 日本の場合は参加に対す
る法的保証がないという点である。すでにTII-1でも述べたように，労働組合
の側には有効な政治的支援がなく不利な状態にあるということであるO その結
果，経営権の壁は厚く，労使協議会においても重要事項については説明をうけ
るだけで， トップ・レベルで、の計画作成についてはなかなか参加しえないとい
うのが実状である。
もう一つの違いは，日本の場合，経営参加に二重構造が存在することである。
日本における組合の組織率は約30%であるから，そこで参加が完全に実現され
たとしても，約70%の労働者がもれることになる。組合が存在しなくても労使
協議制等の経営参加制度がある企業を考慮しでも，労働者の半数近くは経営参
加（産業民主主義〉とは無縁である。また，参加を内容的にみても二重構造が
存在する。経営参加を主張する大企業の組合は，産業民主主義の発展を目標と
してかかげるが，中小企業の場合，経営参加は企業の存続と直結したより切実
なものとなる。大企業の倒産も皆無とは言えないが，通常，大企業の組合の場
合，企業の存続を前提としたうえで経営の民主化を目標として参加の拡充を図
る。他方，労働者の70%が属する中小企業においては，参加は自己の企業の存
中国とソビ・ェトの制度が類似しているだけなら，中国がかつてソビ‘エトの制度を導
入したことのなごりだとし、う解釈もなりたつ。だが，日本と中国・ソビ、エトという体
制の異なる国々において組織中心主義（集団主義〉が存在するということは，組織中心
主義を，スラブ、も含めた広い意味での東方地域に共通の原理とみなすことができる。
側 占部都美， 「日本的経営を考える」，中央経済社， 1978, 164～178頁；「日本的経営
は進化するJ，中央経済社， 1984, 9～ 15頁参照。
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側
続，すなわち自分の職場の確保と直結した切実な問題となる。これは，最初の
点とも関連するが，法と政府による保護がなく，全国的に参加が行なわれない
ため，それが個別的に行なわれざるをえず，結果として参加の内容も企業規模
によって規定されるとし、う状態になっているのである。
側 「中小企業にあっては，一方的な要求だけでは昇給も雇用の安定も保証されないの
です。労働者が経営についても発言し，介入することができてはじめて生活防衛と企
業防衛をひとつのことと観念することができるのです。」松本広治，前掲書， 71頁。
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